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１．区の障害者の現況 

（１）身体障害者手帳所持者数 

身体障害者手帳所持者は年々増加しており、平成 28 年度では 7,742 人となっています。障

害部位別では肢体不自由が半数近くを占め、内部障害がこれに続いています。平成 28年度の部

位別等級内訳を見ると、部位ごとの分布に若干偏りが見られるものの、全体では１級（最重度）

が 28.5％と最も多く、次いで４級が 23.9％となっています。 

                                   （単位：人） 

年度 国 東京都 
豊島区 

区総数 視覚障害 聴覚障害 音声・言語 肢体不自由 内部障害 

平成 19 年 4,946,431  429,635  7,034  617  570  92  3,683  2,072  

平成 20 年 5,031,683  439,500  6,890  583  538  87  3,507  2,175  

平成 21 年 5,107,947  452,109  6,970  576  534  89  3,548  2,223  

平成 22 年 5,109,242 459,200 7,029  570 531  95  3,562  2,271  

平成 23 年 5,206,780 465,928 7,113 559 535 99 3,591 2,329 

平成 24 年 5,231,570 471,833 7,125 545 540 93 3,588 2,359 

平成 25 年 5,252,242 479,527 7,282 611 566 95 3,644 2,366 

平成 26 年 5,227,529 482,223 7,687 623 600 98 3,861 2,505 

平成 27 年 5,194,473 465,324 7,754 628 622 108 3,811 2,585 

平成 28 年 - - 7,742 626 620 109 3,745 2,642 

 
出典：国 －平成 28 年度福祉行政報告例結果の概況 

東京都－東京都の福祉・衛生 統計年報 

豊島区－豊島区の社会福祉（平成 28 年度版） 
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（２）愛の手帳所持者数 

平成 28 年度末現在、愛の手帳所持者数は 1,127 人となり、年々増加傾向にあります。 

（単位：人） 

年度 国 東京都 
豊島区 
総数 

 

１度 ２度 ３度 ４度 

平成 19 年 756,843 62,261 899 34 215 276 374 

平成 20 年 785,720 64,700 917 33 224 282 378 

平成 21 年 816,548 67,292 950 36 227 284 403 

平成 22 年 826,585 69,807 973 37 231 275 430 

平成 23 年 878,502 72,261 991 34 238 273 446 

平成 24 年 908,988 74,971 1,027 33 243 273 478 

平成 25 年 941,326 77,633 1,049 32 249 274 494 

平成 26 年 974,898 80,369 1,074 32 250 272 520 

平成 27 年 1,009,232 82,999 1,095 32 252 272 539 

平成 28 年 - - 1,127 33 255 274 565 

出典：国 －平成 28 年度福祉行政報告例結果の概況 

東京都－東京都の福祉・衛生 統計年報 

豊島区－豊島区の社会福祉（平成 28 年度版） 
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（３）精神障害者保健福祉手帳交付等状況 

精神障害者保健福祉手帳交付件数は、手帳が２年有効のため隔年で増減が見られるものの、

徐々に増加しており、平成 28 年度末現在で 1,095 件となっています。 

 

◆精神障害者保健福祉手帳申請状況  ◆自立支援医療負担申請件数  

（精神通院医療） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国 －平成 28 年度福祉行政報告例結果の概況 
東京都－東京都の福祉・衛生 統計年報 
豊島区－豊島区の社会福祉（平成 28 年度版） 

※豊島区の自立支援医療負担申請件数は、新規申請および診断書提出のある更新申請の件数である 

※豊島区の申請件数の変動については、平成 17 年度までは 2 年ごとの申請、平成 18 年度から自立支援医療費制度によ

り 1 年ごとの申請となり、さらに平成 22 年度から提出が 2 年に一度となったことによる 

 

  

年度 
国 東京都 豊島区 

手帳所持者数 手帳申請件数 

平成 19 年 442,728 人 45,058 人 504 件 

平成 20 年 482,905 人 45,112 人 564 件 

平成 21 年 544,314 人 55,868 人 656 件 

平成 22 年 594,504 人 61,880 人 646 件 

平成 23 年 635,048 人 67,066 人 714 件 

平成 24 年 695,699 人 73,667 人 757 件 

平成 25 年 751,150 人 79,646 人 848 件 

平成 26 年 803,653 人 86,461 人 924 件 

平成 27 年 863,649 人 93,935 人 1,024 件 

平成 28 年 － － 1,095 件 

年度 件数 

平成 19 年 2,392 件 

平成 20 年 2,508 件 

平成 21 年 2,633 件 

平成 22 年 1,201 件 

平成 23 年 2,521 件 

平成 24 年 1,605 件 

平成 25 年 1,951 件 

平成 26 年 1,733 件 

平成 27 年 2,594 件 

平成 28 年 2,597 件 
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（４）難病医療費等助成申請状況 

難病医療費等助成申請者数は増加傾向であり、平成 28 年度末現在、国庫補助事業対象

疾病は 19 件、指定難病は 2,306 件、東京都単独事業対象疾病は 693 件となっています。 

 

◆難病医療費等助成申請状況  ◆難病福祉手当支給状況  

 

出典：豊島区の保健衛生（平成 28 年度版）、豊島区の社会福祉（平成 28 年度版） 

※平成 27 年 1 月 1 日「難病の患者に対する医療費等に関する法律」が施行され、国の指定難病として 110 疾患

が指定され、平成 27 年 7 月 1 日より 306 疾病に拡大。 

 

  

年度 

国 東京都単独 
事業対象 
疾病 

合計 国庫補助
対象疾病 

指定難病 

平成 19 年 1,176 件 － 700 件 1,876 件 

平成 20 年 1,193 件 － 708 件 1,901 件 

平成 21 年 1,319 件 － 703 件 2,022 件 

平成 22 年 1,386 件 － 710 件 2,096 件 

平成 23 年 1,360 件 － 658 件 2,018 件 

平成 24 年 1,532 件 － 712 件 2,244 件 

平成 25 年 1,825 件 － 826 件 2,651 件 

平成 26 年 1,903 件 － 893 件 2,796 件 

平成 27 年 26 件 2,151 件 762 件 2,939 件 

平成 28 年 19 件 2,306 件 693 件 3,018 件 

年度 件数 

平成 19 年 766 件 

平成 20 年 760 件 

平成 21 年 738 件 

平成 22 年 722 件 

平成 23 年 686 件 

平成 24 年 678 件 

平成 25 年 672 件 

平成 26 年 695 件 

平成 27 年 671 件 

平成 28 年 690 件 
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（５）障害程度区分の分布状況 

障害程度区分の分布状況は、平成 28 年度において区分２、区分４、区分６が 50 人以上

で２割台となっています。全体としては、緩やかに重度化している傾向があります。 

 

豊島区障害程度区分認定者数の年度別推移 
 

  21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

非該当 0 0.0  0 0.0  1 0.5  0 0.0  0 0.0  0 0.0  0 0.0  0 0.0  

区分１ 41 12.7  16 7.0  15 6.9  42 11.7  12 5.4  6 2.3  7 2.1  6 2.4  

区分２ 87 26.9  51 22.2  44 20.4  71 19.8  50 22.3  45 17.2  63 18.5  51 20.6  

区分３ 52 16.0  44 19.1  40 18.5  67 18.7  55 24.6  47 17.9  57 16.8  45 18.2  

区分４ 39 12.0  47 20.4  24 11.1  36 10.1  40 17.9  44 16.8  52 15.3  55 22.3  

区分５ 39 12.0  28 12.2  31 14.4  49 13.7  30 13.4  38 14.5  48 14.1  40 16.2  

区分６ 66 20.4  44 19.1  61 28.2  93 26.0  37 16.5  82 31.3  113 33.2  50 20.2  

合計 324 100.0 230 100.0 216 100.0 358 100.0 224 100.0 262 100.0 340 100.0 247 100.0 

出典：豊島区の社会福祉（平成 28 年版） 
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（６）障害児の状況 

  18 歳未満の障害児数は増加傾向にあり、平成 28年度では身体障害者手帳所持は 150人、

愛の手帳所持は 216 人となっています。また、特別支援学級に小学校 50 人、中学校 43 人が

在籍しています。 

 

身体障害者手帳（人） 

年度 視覚障害 聴覚障害 音声・言語 肢体不自由 内部障害 計 

平成 24 年 11 21 0 76 20 128 

平成 25 年 12 23 0 81 23 139 

平成 26 年 9 29 0 74 21 133 

平成 27 年 10 33 0 78 24 145 

平成 28 年 12 34 0 82 22 150 

 

愛の手帳（人） 

年度 1 度 2 度 3 度 4 度 計 

平成 24 年 5 46 38 90 179 

平成 25 年 6 49 39 95 189 

平成 26 年 5 48 38 97 188 

平成 27 年 7 47 39 104 197 

平成 28 年 8 47 48 113 216 

 

特別支援学級在籍児童・生徒数 

年度 小学校 中学校 

平成 24 年 73 27 

平成 25 年 85 25 

平成 26 年 67 34 

平成 27 年 57 35 

平成 28 年 50 43 

出典：東京都教育委員会：公立学校統計調査報告書 
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２．これまでの取り組み 

（１）施策の取組み状況 

  計画期間中（平成 27年度～平成 29年度）においては、以下の施策に重点的に取り組んで

きました。 

 

前計画の取組み① 相談支援の充実 
 

一人ひとりが望む暮らしの実現を目指し、基幹相談支援センターを中心に関係

機関とのネットワークを構築し、各種相談支援の充実に取り組んできました。  

 

・基幹相談支援センターにおいて、地域の障害者等の相談支援、情報提供、虐待相

談等に総合的に対応しています。また、区内相談支援事業所のネットワークを構

築することで、広域調整や研修等を通して相談支援能力の向上を図っています。  

・計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援などにより、障害者の自立した生活

を支え、障害者の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジ

メントによりきめ細かく支援を行ってきました。  

・平成 26 年度からは精神科病院に入院している精神障害者の地域生活への移行を

支援し、安定した地域生活の実現を図ることを目的とした区の独自事業として、

豊島区精神障害者地域生活移行支援事業を開始しています。  

・発達障害者支援や高次脳機能障害者支援にも取り組み、各機関が連携し、一体的

な支援を実施、検討する体制づくり、講演会等による周知啓発等を行ってきまし

た。 

前計画の取組み② 就労支援の強化 
 

本人が希望する仕事に就けるよう就労相談や個々に必要とする支援を行うほか、

就労後も安定して続けられるよう、フォローアップ体制の強化に努めてきまし

た。 

 

・障害者就労支援事業により、障害者の就労全般に関わる相談、就労支援及び生活

支援の他、就労支援ネットワークの運営等を行っています。また、平成 23 年度

の就労促進支援事業開始により、就労移行事業所等からも実習者の受け入れを行

っています。実習の経験が就労に向けた準備のひとつとなり、課題確認等をする

ことで、その後の就労活動に自信を持って臨めるよう支援しています。  

・区役所を活用した就労支援として、平成 25 年度からはチャレンジ雇用支援事業

や「豊島区障害者就労施設等からの物品等の調達方針」に基づく調達を行ってい

ます。 
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前計画の取組み③ アクセシビリティの推進 
 

日常生活に支障をきたす３つのバリア（まち・情報・こころ）を解消し、円滑

にサービスを利用できるよう、アクセシビリティの推進に取組んできました。  

 

・視覚障害者の情報格差解消に向け、障害者福祉のしおりに「点字版」・「音声コー

ド」（平成 23 年度～）を導入するとともに、区ホームページへの掲載（平成 25

年度～）を行っています。平成 27 年度からは音声版の発行をカセットテープか

らデイジー版へ変更しました。  

・区施設への音声による道案内を作成することで、視覚障害者が外出する環境を整

備してきました（28 年度末現在 146 ルート作成）。  

・「ときめき想造展」や障害者アート教室の開催により、障害に対する理解を広める

とともに障害者の社会参加の促進につなげています。  

・また、スポーツのつどいでは区内の小・中学校の児童・生徒がボランティアとして参加し、

障害者と生徒・児童との交流が図られています。 

・障害者スポーツの周知啓発と障害者が身近な地域でスポーツを楽しむ機会を提供

する目的で、障害者スポーツ地域振興事業を開催し、パラリンピアンによる講演

会及びヨガ教室を開催しました。 

 

前計画の取組み④ 障害者差別の解消 
 

障害を理由とする差別の解消を目指す取組みや、成年後見制度の普及・啓発に

取組み、権利擁護体制の充実を図ってきました。  

 

・平成 28 年度の障害者差別解消法の施行に伴い、庁内検討会の開催、障害者権利

擁護協議会の設置（平成 28 年 10 月）により体制整備を図ってきました。区職

員に対しては、職員対応要領の策定、職員対応マニュアルの発行、職員研修の実

施等の取り組みを行っています。  

・区民向けには、周知用リーフレットの作成、講演会等の開催により、法の周知を

図ってきました。  

・平成 24 年度からスタートした障害者虐待防止対策支援事業において、地域にお

ける関係機関連携、家庭訪問等、医師や弁護士等による専門的助言を得る体制を

確保するとともに、地域住民をはじめとする関係機関等に対して、障害者虐待の

通報義務等の広報その他の啓発活動を行っています。  
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前計画の取組み⑤ 地域サポート体制の整備 
 

障害者が地域で安心して暮らせるよう、関係機関との連携強化や地域生活支援

拠点の整備を図り、地域のサポート体制の強化に努めてきました。  

 

・平成 23 年度から開始した障害者サポート講座は 28 年度までに全ての区民ひろ

ばで開催しました。  

・地域支援協議会においては、障害福祉に関するネットワークの構築、地域の社会

資源の開発、改善等に関する協議のほか、「障害者防災の手引き」、「お出かけガイ

ド」（24 年度）、「計画相談周知パンフレット」（26 年度）、「成年後見制度周知パ

ンフレット・チラシ」（27 年度）などを作成しています。 

・平成 28 年度末現在、区内の地域活動支援センターは、相談支援や、医療・福祉

及び地域との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成や障害に対する

理解促進を図るための普及啓発等の事業を実施するⅠ型が１か所、在宅障害者に

対し、社会適応訓練、入浴等のサービスを実施するⅡ型が 2 か所、在宅障害者の

社会的自立を目的に作業及び日常生活の訓練・指導を実施しているⅢ型が 9 か所

となっています。  

・平成 31 年 4 月開設に向け、重度の心身障害者が安心して地域で暮らしていける

よう、グループホーム、短期入所、指定特定相談支援事業等を含む「地域生活支

援拠点」の整備を進めています。  
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３．地域保健福祉の横断的な課題 

 

 

 

「３」は地域保健福祉計画から

引用する。 


